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 お客様との給水のご契約は下記の定型約款（千葉県水道事業給水条例）を内容とし、 

お客様からの申込みを受けて千葉県企業局において受付登録を行った日を以って契約とさせ

ていただきます。以下よくお読みのうえご使用ください。 

 

〔定型約款〕 千葉県水道事業給水条例 

（昭和３６年１２月２８日条例第４６号、最終改正令和元年７月５日条例第７号） 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、千葉県水道事業、工業用水道事業及び造成土地管理事業の設置等に関す

る条例（昭和４１年千葉県条例第６１号）により県が設置する水道事業の給水に関し必要な事項

を定めるものとする。 

第２条 削除 

（定義） 

第３条 この条例において「給水装置」とは、需要者に水を供給するため県が施設した配水管から

分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。 

２ この条例において「給水装置工事」とは、給水装置の新設、増設、改造又は修繕に関する工事

をいう。 

（給水装置の種類） 

第４条 給水装置の種類は、次のとおりとする。 

一 専用給水装置 一の世帯、官公署、事業所、共同住宅等で専用するために施設した給水装置 

二 共用給水装置 二以上の世帯で共用するために施設した給水装置 

三 私設消火栓 県以外の者が消防の用に供するために施設した給水装置 

 

第２章 給水装置工事及びその費用 

（工事の承認） 

第５条 給水装置を新設し、増設し、又は改造しようとする者は、千葉県企業局長（以下「局長」と

いう。）の承認を受けなければならない。 

（工事の施行） 

第６条 給水装置工事（水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」という。）第１６条の二第三項

ただし書に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）は、局長又は局長が同条第一項の規定

により指定した者（以下「指定給水装置工事事業者」という。）が施行する。 

（給水管及び給水用具の構造及び材質） 

第６条の二 局長は、災害等による給水装置の損傷を防止するとともに、給水装置の損傷の復旧

を迅速かつ適切に行うことができるようにするため必要があると認めるときは、給水装置の配水

管への取付口から量水器までの工事に用いる給水管及び給水用具について、その構造及び

材質の基準を定めることができる。 

２ 給水装置を新設し、増設し、改造し、又は修繕しようとする者は、その工事に用いる給水管及

び給水用具について、前項の基準に適合するよう努めなければならない。 
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（設計審査及び工事検査） 

第６条の三 第５条の規定による承認を受けた者は、当該承認に係る給水装置工事を指定給水

装置工事事業者の施行により行う場合は、工事の施行前に局長の設計審査を受け、かつ、工事

完成後に局長の工事検査を受けなければならない。 

（費用の負担区分） 

第７条 給水装置工事に要する費用は、給水装置を新設し、増設し、改造し、又は修繕しようとす

る者の負担とする。ただし、公益上の必要により工事が行われる場合その他局長が特に必要が

あると認める場合には、県がその費用の全部又は一部を負担することができる。 

（費用の算出方法） 

第８条 局長が施行する給水装置工事の費用は、次の各号に掲げる費用の合計額とし、その算

出方法の細目については、局長が定める。 

一 材料費 

二 運搬費   

三 労力費   

四 道路復旧費   

五 間接経費 

（費用の予納及び清算） 

第９条 局長が施行する給水装置工事の申込者は、あらかじめ、局長は設計によつて概算した額

の給水装置工事の費用を納付しなければならない。ただし、局長がその必要がないと認めると

きは、この限りでない。 

２ 局長は、工事の完成後直ちに給水装置工事の費用を算定し、その費用と前項の規定により納

付された費用との間に差額があるときは、その差額を徴収し、又は還付するものとする。 

（給水装置の所有権の移転の時期等） 

第１０条 局長が施行する給水装置工事に係る給水装置の所有権は、次の各号に掲げる場合に

おいて当該各号に掲げる時に県から当該給水装置工事の申込者に移転するものとする。 

一 申込者が給水装置工事の費用の額以上の額を工事の完成前に納付した場合 給水装置工

事が完成した時 

二 前号以外の場合 申込者が給水装置工事の費用を完納した時 

２ 前項の規定により給水装置の所有権が当該給水装置工事の申込者に帰属するまでは、当該

申込者は、当該給水装置を適切に管理しなければならない。 

３ 申込者は、前項の規定による管理の義務を怠つたため給水装置を損傷し、又は滅失したとき

は、県に対しその損害を賠償しなければならない。 

（費用を納付しない場合の措置） 

第１１条 局長が施行する給水装置工事の申込者が当該給水装置工事の費用を指定期限までに

納付しないときは、局長は、当該給水装置工事の契約を解除し、当該給水装置を撤去すること

ができる。 

２ 前項の規定により局長が給水装置を撤去してもなお県に損害があるときは、当該給水装置工

事の申込者は、県に対しその損害を賠償しなければならない。 

（給水装置の変更の工事） 

第１２条 局長は、配水管の移転その他特別の理由によつて給水装置に変更を加える工事を必

要とするときは、当該給水装置の所有者の同意がなくても、当該工事を行うことができる。ただ
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し、当該職員が人の看守し、若しくは人の住居に使用する建物又は土地に立ち入るときは、そ

の看守者、居住者又はこれらに代わるべき者の同意を得るものとする。 

 

第３章 給水 

（給水の原則） 

第１３条 給水は、法第１５条第二項ただし書の規定に該当する場合又はこの条例の規定による

場合のほか、制限し、又は停止することはない。 

２ 局長は、給水を制限し、又は停止しようとするときは、その区域及び期間を予告するものとす

る。ただし、緊急でやむを得ない場合には、この限りでない。 

３ 県は、給水の制限又は停止のため給水を受ける者に損害を生ずることがあつても、その責任

を負わないものとする。 

（給水の申込み） 

第１４条 給水を受けようとする者は、局長に申し込み、その承認を受けなければならない。 

（給水の停止） 

第１５条 局長は、次の各号のいずれかに該当するときは、給水を受ける者に対し、その事由の

継続する間、給水を停止することができる。 

一 給水を受ける者が、第７条の規定により負担すべき局長が施行する給水装置工事の費用を

局長に納付しないとき、又は第２４条の規定による料金を指定期限内に納付しないとき。 

二 給水を受ける者が、正当な理由がなくて、第２５条の規定による使用水量の計量又は第３２

条の規定による検査を拒み、又は妨げたとき。 

三 給水を受ける者が給水栓を汚染のおそれのある器物又は施設と連絡して使用する場合に

おいて、当該職員が警告しても、なお、その使用状態を継続するとき。 

四 給水を受ける者が給水を受けることをやめたと認められるとき。 

（管理人の選任） 

第１６条 給水装置を共有する者、共用給水装置を共用する者及び専用給水装置の共同使用者

は、それぞれその中から、この条例の規定による水道の使用関係に伴う一切の権限を委任した

管理人一人を選任し、局長に届け出なければならない。 

２ 局長は、前項の規定により選任された管理人が不適当であると認めるときは、その変更を求め

ることができる。 

（量水器の設置） 

第１７条 局長は、使用水量を計量するため、給水装置に県の量水器を設置するものとする。ただ

し、局長がその必要がないと認めるときは、この限りでない。 

２ 局長は、使用水量を計量するため特に必要があると認めるときは、受水槽に接続する装置に

県の量水器を設置することができる。 

３ 前二項に規定する量水器の設置の位置は、局長が定める。 

（量水器の管理） 

第１８条 給水を受ける者（給水を受ける者がない場合にあつては、給水装置の所有者。以下第２１

条において同じ。）は、前条の規定により設置された量水器を適切に管理しなければならない。 

２ 前項の規定により管理の責めに任ずる者は、その管理の義務を怠つたために量水器を損傷

し、又は滅失したときは、県に対しその損害を賠償しなければならない。 
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（届出） 

第１９条 給水を受ける者は、次の各号の一に該当するときは、局長に届け出なければならない。 

一 給水を受けることをやめようとするとき。 

二 別表第一に定める用途を変更しようとするとき。 

三 私設消火栓を消防演習のために使用しようとするとき。 

四 公共の消防用として使用したとき。 

五 その住所又は氏名を変更したとき。 

２ 給水装置の所有者は、次の各号の一に該当するときは、局長に届け出なければならない。 

一 給水装置の所有権を譲り渡したとき。 

二 前項第一号の場合において、給水を受ける者が届出を怠つたとき。 

三 給水装置を廃止しようとするとき。 

（私設消火栓の使用） 

第２０条 給水を受ける者は、私設消火栓を公共の消防用又はその演習の用に供する場合のほ

か、使用してはならない。 

２ 給水を受ける者は、私設消火栓を消防の演習の用に供するときは、当該職員の立会いを受け

なければならない。 

（給水を受ける者等の管理上の責任） 

第２１条 給水を受ける者は、給水装置を適切に管理し、これに異状があるときは、直ちに修繕し

なければならない。 

２ 給水を受ける者は、前項の規定による管理の義務を怠つたために県に損害を与えたときは、

その賠償をしなければならない。 

（給水装置及び水質の検査） 

第２２条 局長は、給水を受ける者が給水装置の検査又は供給される水の水質検査を請求したと

きは、速やかに検査を行い、その結果を請求者に通知するものとする。 

２ 前項の検査において特別の費用を要したときは、当該費用は、請求者の負担とする。 

 

第３章の２ 貯水槽水道 

（貯水槽水道に関する局長の責任） 

第２２条の二 局長は、貯水槽水道（法第１４条第二項第五号に規定する貯水槽水道をいう。以下

この章において同じ。）の管理に関し必要があると認めるときは、貯水槽水道の設置者に対し、

指導、助言及び勧告を行うものとする。 

２ 局長は、貯水槽水道の利用者に対し、貯水槽水道の管理に関する情報提供を行うものとする。 

（貯水槽水道の水質の検査） 

第２２条の三 局長は、貯水槽水道の利用者が当該貯水槽水道によつて供給される水の水質検

査を請求したときは、速やかに検査を行い、その結果を請求者に通知するものとする。 

２ 前項の検査において特別の費用を要したときは、当該費用は、請求者の負担とする。 

（貯水槽水道の設置者の責任） 

第２２条の四 貯水槽水道の設置者は、当該貯水槽水道が簡易専用水道（法第３条第七項に規

定する簡易専用水道をいう。次項において同じ。）である場合にあつては、法第３４条の二に定

めるところにより、当該貯水槽水道を管理し、及びその管理の状況に関する検査を受けなけれ

ばならない。 
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２ 貯水槽水道の設置者は、当該貯水槽水道が簡易専用水道以外の貯水槽水道である場合にあ

つては、局長が別に定めるところにより、当該貯水槽水道を管理し、及びその管理の状況に関

する検査を行うよう努めなければならない。 

 

第４章 料金、手数料、給水申込納付金及び開発負担金 

（料金の納付義務） 

第２３条 給水を受ける者は、局長に料金を納付しなければならない。 

２ 共用給水装置によつて給水を受ける者は、料金の納付について連帯責任を負うものとする。 

３ 第一項の規定にかかわらず、共用給水装置を共用する者又は専用給水装置の共同使用者の

選任した管理人は、それぞれ当該共用給水装置を共用する者又は当該専用給水装置の共同

使用者の料金をとりまとめて局長に納付しなければならない。 

（料金の額） 

第２４条 料金は、一月について別表第一に定めるところにより計算した額の合計額に百分の百

十を乗じて得た額とする。ただし、その額に十円未満の端数があるときは、これを切り捨てるも

のとする。 

（料金の算定） 

第２５条 局長は、毎月、局長が定める定例日に量水器の点検を行い、その計量した使用水量を

もつてその日の属する月分の料金を算定するものとする。ただし、局長は、必要があると認める

ときは、量水器の点検を隔月にし、その計量した使用水量をもつてその日の属する月分及びそ

の前月分の料金を算定することができる。この場合において、各月の使用水量は等量とみな

し、一月分の使用水量に一立方メートル未満の端数を生じたときはこの端数をいずれか一方の

月の使用水量に加えるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない理由があるときは、局長は、四月ごと又は六月ごとの

定例日に量水器の点検を行い、別に定める基準により算出した使用水量をもつて料金を算定

することができる。 

３ 前二項の規定にかかわらず、やむを得ない理由があるときは、局長は、定例日以外の日に点

検を行うことができる。 

（料金の算定方法の特例） 

第２６条 前二条の規定にかかわらず、給水を受けることを始めた日（第１４条の規定による給水の

申込みがない場合にあつては、給水を受けることを始めた日として局長が認定した日）から最

初の量水器の点検の日まで又は最後の量水器の点検の日から給水を受けることをやめた日

（第１９条第一項第一号の規定による届出がない場合にあつては、給水を受けることをやめた

日として局長が認定した日）までの間については、次の各号に掲げる区分に従い、第２４条に

規定する基本料金にそれぞれの率を乗じて得た額を基本料金とする。 

一 その日数が十五日以内のとき 百分の五十 

二 その日数が十五日を超え、一月を超えないとき 百分の百 

三 その日数が一月を超え、四十五日を超えないとき 百分の百五十 

四 その日数が四十五日を超え、二月を超えないとき 百分の二百 

五 その日数が二月を超え、七十五日を超えないとき 百分の二百五十 

六 その日数が七十五日を超え、三月を超えないとき 百分の三百 

七 その日数が三月を超え、百五日を超えないとき 百分の三百五十 
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八 その日数が百五日を超え、四月を超えないとき 百分の四百 

九 その日数が四月を超え、百三十五日を超えないとき 百分の四百五十 

十 その日数が百三十五日を超え、五月を超えないとき 百分の五百 

十一 その日数が五月を超え、百六十五日を超えないとき 百分の五百五十 

十二 その日数が百六十五日を超え、六月を超えないとき 百分の六百 

２ 局長は、給水を受ける者が量水器の点検の時から次の量水器の点検の時までの期間の中途

においてその用途を料率の異なる他の用途に変更した場合には、その使用日数の多い用途

の料率を適用して料金を徴収するものとする。 

（使用水量の認定等） 

第２７条 局長は、量水器を設置していないとき、量水器に異状があつたときその他使用水量が

不明のときは、前六月以内の使用水量その他の事情を考慮して当該使用水量を認定するもの

とする。 

２ 局長は、給水を受ける者が料率の異なる二種以上の用途に水を使用するときは、そのいずれ

かの用途に決定するものとする。 

（臨時使用の場合の概算料金の予納等） 

第２８条 工事その他の理由により臨時に給水を受けようとする者は、局長の定める概算料金をあ

らかじめ納付しなければならない。ただし、局長がその必要がないと認めるときは、この限りで

ない。 

２ 前項の規定により給水を受ける者がその給水を受けることをやめた場合において、同項の規

定により納付された概算料金と第２４条の規定による料金との間に差額があるときは、局長は、

その差額を徴収し、又は還付するものとする。 

（料金の徴収方法） 

第２９条 料金は、納入通知書又は集金の方法により毎月又は隔月に徴収するものとする。 

２ 第２５条第二項の規定により量水器の点検を受ける者については、その点検前に概算により料

金を徴収するものとする。この場合において、徴収した料金の額が点検により確定した料金の

額を超過したときは、当該超過した額を還付するものとする。 

３ 第一項の規定にかかわらず、隔月に点検を受ける者で局長が認めるものは、量水器の点検前

に概算により一月分相当の料金を納付することができる。この場合において、差額のあるとき

は、前条第二項の例により精算するものとする。 

（手数料） 

第３０条 別表第二上欄に掲げる者は、それぞれ当該下欄に掲げる額の手数料を納付しなけれ

ばならない。 

２ 手数料は、千葉県水道事業収入証紙条例（昭和４７年千葉県条例第３４号）に定める収入証紙

により納付するものとする。 

（給水申込納付金） 

第３０条の二 給水装置の新設又は改造（給水管の口径を増径する場合に限る。以下この項にお

いて同じ。）を行おうとする者（第２８条第一項に規定する者を除く。）は、局長に給水申込納付

金（以下「納付金」という。）を納付しなければならない。この場合において、改造を行おうとする

者の納付金は、新口径に係る納付金の額と旧口径に係る納付金の額の差額とする。 

http://jourei.daiichihoki.asp.lgwan.jp/cgi-bin/chiba-ken/D1W_bunkaturesdata.exe?CALLTYPE=1&RESNO=39&HANSUU=15&DSPINIT=0&GAMENKEY=0&&PROCID=883288140&UKEY=UKEY=1572418087&BUNKATU_NO=2&DSPINIT=0&GAMENKEY=0#JUMP_SEQ_466
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２ 給水装置の所有者が、その給水装置を廃止し、新規に給水装置を設置する場合の納付金の

額は、廃止する給水装置に係る納付金の額と新設する給水装置に係る納付金の額との差額と

する。 

３ 第１７条第二項の規定により受水槽に接続する装置に県の量水器を設置する場合にあつて

は、当該装置を給水装置とみなす。 

４ 納付金は、別表第三に掲げる額に百分の百十を乗じて得た額とする。 

５ 納付金は、第５条の承認後局長が定める納期限の日又は第３２条の二第三項の確認申請後

局長が定める納期限の日のうちいずれか早い日までに納付しなければならない。 

６ 既納の納付金は、還付しない。ただし、局長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（開発負担金） 

第３０条の三 給水区域において給水を受けることとなる建築物（計画一日最大給水量五立方メ

ートル以上の建築物をいう。）の建築（給水管の口径の増径及び給水装置のみの新設を含

む。）又は宅地（公共用地を除く面積が千平方メートル以上（千平方メートル未満の宅地を三年

以内に連たんして造成する場合にあつては、その合計が千平方メートル以上）の宅地をいう。）

の造成をしようとする者は、局長に開発負担金を納付しなければならない。ただし、局長が別に

定める土地区画整理事業の場合にあつては、この限りでない。 

２ 開発負担金は、建築物負担金及び宅地負担金とし、別表第四に定めるところにより計算した額

に百分の百十を乗じて得た額とする。ただし、その額に十円未満の端数があるときは、これを切

り捨てるものとする。 

３ 建築物負担金は、第５条の承認後局長が定める納期限の日又は第３２条の二第三項の確認

申請後局長が定める納期限の日のうちいずれか早い日までに納付しなければならない。 

４ 宅地負担金は、配水管布設工事を伴うものにあつては配水管布設工事の施行前に、配水管

布設工事を伴わないものにあつては第５条の承認後局長が定める納期限の日又は第３２条の

二第三項の確認申請後局長が定める納期限の日のうちいずれか早い日までに納付しなけれ

ばならない。 

５ 給水管の口径を増径する場合の計画一日最大給水量は、新規の計画一日最大給水量から増

径前の一日最大給水量を控除した水量とする。 

６ 給水装置の所有者が、その給水装置を廃止し、新規に給水装置を設置する場合の計画一日

最大給水量は、新規の計画一日最大給水量から廃止する給水装置に係る一日最大給水量を

控除した水量とする。 

７ 宅地負担金を徴収した宅地に建築物の建築を行う場合は、建築物の一階に係る床面積に対

応する宅地負担金の額を、建築物負担金の額から控除する。 

（料金等の減免） 

第３１条 局長は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、この条例の規定により料金、

手数料、納付金又は開発負担金を納付しなければならない者に対し、当該料金、手数料、納

付金又は開発負担金の額の全部又は一部を免除することができる。 

 

 

 

 

 

http://jourei.daiichihoki.asp.lgwan.jp/cgi-bin/chiba-ken/D1W_bunkaturesdata.exe?CALLTYPE=1&RESNO=39&HANSUU=15&DSPINIT=0&GAMENKEY=0&&PROCID=883288140&UKEY=UKEY=1572418087&BUNKATU_NO=2&DSPINIT=0&GAMENKEY=0#JUMP_SEQ_475
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第５章 管理 

（給水装置の検査） 

第３２条 局長は、日出後日没前に限り、その職員をして給水を受ける者の土地又は建物に立ち

入り、給水装置（受水槽に接続する装置を含む。）を検査させることができる。ただし、人の看守

し、若しくは人の住居に使用する建物又は閉鎖された門内に立ち入るときは、その看守者、居

住者又はこれらに代わるべき者の同意を得るものとする。 

（給水装置の基準違反に対する措置等） 

第３２条の二 局長は、給水を受ける者の給水装置の構造及び材質が、水道法施行令（昭和３２年

政令第３３６号）第６条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合していないときは、そ

の者の給水契約の申込みを拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間そ

の者に対する給水を停止することができる。 

２ 局長は、給水を受ける者の給水装置が局長又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装

置工事に係るものでないときは、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水

を停止することができる。ただし、法第１６条の二第三項ただし書に規定する給水装置の軽微な

変更であるとき、又は同項ただし書の規定による確認が行われたときは、この限りでない。 

３ 前項の確認を受けようとする者は、当該確認を容易に行うことができる状態にした上で、局長

に申請するものとする。 

（給水装置の切離し） 

第３３条 局長は、次の各号のいずれかに該当する場合で水道施設の管理上必要があると認め

るときは、給水装置を配水管から切り離すことができる。 

一 給水装置の所有者の所在が六十日以上不明であり、かつ、当該給水装置の使用者がない

とき。 

二 給水装置が使用中止の状態にあり、かつ、将来使用の見込みがないと認められるとき。 

三 第５条の承認を受けないで給水装置が設置されたとき。 

（過料） 

第３４条 知事は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、五万円以下の過料を科することが

できる。 

一 第５条の規定による承認を受けないで、給水装置を新設し、増設し、又は改造した者 

二 正当な理由がなくて、第１５条の規定による給水の停止、第１７条の規定による量水器の設

置、第２５条の規定による使用水量の計量又は第３２条の規定による検査を拒み、又は妨げた者 

三 第２０条第一項の規定に違反して私設消火栓を公共の消防用若しくはその演習の用以外の

用に供し、又は同条第２項の規定に違反して職員の立会いを受けないで私設消火栓を使用し

た者 

四 第２１条第一項の規定による給水装置の修繕を怠つた者 

五 第２４条の規定により料金又は第３０条の規定による手数料の徴収を免れようとして詐偽その

他不正の行為をした者 

第３５条 知事は、詐偽その他不正の行為によつて第２４条の規定による料金又は第３０条の規定

による手数料の徴収を免れた者に対し、その徴収を免れた金額の五倍に相当する金額（当該

五倍に相当する金額が五万円を超えないときは、五万円とする。）以下の過料を科することがで

きる。 

 

javascript:OpenKokuhouDataWin('/cgi-bin/chiba-ken/D1W_d1jfiledl.exe?PROCID=883288140&UKEY=1572418131&REFID=33210050033600000000&JYO=5%200%200&BUNRUI=H&HANSUU=15&KOKUHOU_WEB=1&LINKTYPE=2')
javascript:OpenKokuhouDataWin('/cgi-bin/chiba-ken/D1W_d1jfiledl.exe?PROCID=883288140&UKEY=1572418131&REFID=33210050033600000000&JYO=5%200%200&BUNRUI=H&HANSUU=15&KOKUHOU_WEB=1&LINKTYPE=2')
javascript:OpenKokuhouDataWin('/cgi-bin/chiba-ken/D1W_d1jfiledl.exe?PROCID=883288140&UKEY=1572418129&REFID=33210040017700000000&JYO=16%202%200&KOU=3%200&BUNRUI=H&HANSUU=15&KOKUHOU_WEB=1&LINKTYPE=2')
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第６章 補則 

（施行に関し必要な事項） 

第３６条 この条例の施行に関し必要な事項は、局長が定める。 

 

附 則 

１ この条例は、昭和３７年１月１日から施行する。 

２ 千葉県水道使用条例（昭和２８年千葉県条例第１７号）は、廃止する。 

３ この条例施行の際、千葉県水道使用条例の規定により局長がした承認、検査その他の処分

又は局長に対してした申込み、届出その他の行為は、この条例に相当規定があるときは、それ

ぞれ当該相当規定によりなされた処分又は行為とみなす。 

（中略） 

５ 附則別表に掲げる給水区域において昭和５７年３月３１日において現に給水の用に供されて

いる給水装置で、専ら家事用として使用されているものに係る基本料金の額は、当該給水装置に

係る給水管の口径が２０ミリメートル又は２５ミリメートルのものについては、別表第一の規定にか

かわらず、３８０円とする。ただし、昭和５７年４月１日以後において当該給水装置に係る増設又は

改造工事を行つた場合については、この限りでない。 

 

附則別表 

船橋市 小室町の一部の区域 

成田市 玉造一丁目、玉造二丁目、玉造三丁目、玉造四丁目、玉造五丁目、玉造六丁目、

玉造七丁目、中台一丁目、中台二丁目、中台三丁目、中台四丁目、中台五丁目、

中台六丁目、赤坂一丁目、赤坂二丁目、赤坂三丁目、加良部一丁目、 

加良部二丁目、加良部三丁目、加良部四丁目、加良部五丁目、加良部六丁目、 

橋賀台一丁目、橋賀台二丁目、橋賀台三丁目、吾妻一丁目、吾妻二丁目及び 

吾妻三丁目並びに三里塚の一部の区域 

印西市 泉、泉野一丁目、泉野二丁目、泉野三丁目、内野一丁目、内野二丁目、 

内野三丁目、大塚一丁目、大塚二丁目、大塚三丁目、小倉台一丁目、 

小倉台二丁目、小倉台三丁目、小倉台四丁目、鹿黒南一丁目、鹿黒南二丁目、 

鹿黒南三丁目、鹿黒南四丁目、鹿黒南五丁目、木刈一丁目、木刈二丁目、 

木刈三丁目、木刈四丁目、木刈五丁目、木刈六丁目、木刈七丁目、白幡飛地、 

高花一丁目、高花二丁目、高花三丁目、高花四丁目、高花五丁目、高花六丁目、

滝野一丁目、滝野二丁目、滝野三丁目、滝野四丁目、滝野五丁目、滝野六丁目、

滝野七丁目、中央北一丁目、中央北二丁目、中央北三丁目、中央南一丁目、 

中央南二丁目、つくりや台一丁目、つくりや台二丁目、戸神台一丁目、 

戸神台二丁目、西の原一丁目、西の原二丁目、西の原三丁目、西の原四丁目、 

西の原五丁目、原一丁目、原二丁目、原三丁目、原四丁目、原山一丁目、 

原山二丁目、原山三丁目、東の原一丁目、東の原二丁目、東の原三丁目、 

舞姫一丁目、舞姫二丁目、舞姫三丁目、牧の木戸一丁目、牧の台一丁目、 

牧の台二丁目、牧の台三丁目、牧の原一丁目、牧の原二丁目、牧の原三丁目、 

牧の原四丁目、牧の原五丁目、牧の原六丁目、美瀬一丁目、美瀬二丁目、 

みどり台一丁目、みどり台二丁目、みどり台三丁目、武西学園台一丁目、 
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武西学園台二丁目、武西学園台三丁目、若萩一丁目、若萩二丁目、若萩三丁目

及び若萩四丁目並びに和泉、大森、小倉、鹿黒、結縁寺、瀬戸、草深、 

惣深新田飛地、宗甫、多々羅田、造谷、角田、戸神、船尾、別所、武西及び竜腹寺

の各一部の区域 

白井市 池の上一丁目、池の上二丁目、池の上三丁目、大山口一丁目、大山口二丁目、 

けやき台一丁目、けやき台二丁目、桜台一丁目、桜台二丁目、桜台三丁目、 

桜台四丁目、桜台五丁目、笹塚一丁目、笹塚二丁目、笹塚三丁目、清水口一丁

目、清水口二丁目、清水口三丁目、大松一丁目、七次台一丁目、七次台二丁目、

七次台三丁目、七次台四丁目、野口、堀込一丁目、堀込二丁目、堀込三丁目、 

南山一丁目、南山二丁目、南山三丁目及び武西並びに木、清戸、富塚、十余一、

根、復及び谷田の各一部の区域 

（中略） 

附 則（昭和４６年１０月２５日条例第６４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和４６年１１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の千葉県水道事業給水条例（以下「改正前

の条例」という。）第６条第一項ただし書の規定により管理者の指定を受けている者は、この条例

による改正後の千葉県水道事業給水条例に基づく指定工事店とみなす。 

（中略） 

附 則（昭和５６年１２月２２日条例第３８号、最終改正平成２６年３月２５日条例第２５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和５７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（給水申込納付金に係る経過措置） 

２ 附則別表に掲げる給水区域のうち、この条例の施行の際現に新住宅市街地開発法（昭和３８

年法律第１３４号。以下「法」という。）第２７条第２項の規定による工事完了の公告（以下「工事完

了公告」という。）のあつた事業地である給水区域において、施行日以後に給水装置を新設し、

又は改造（給水管の口径を増径する場合に限る。以下この項において同じ。）しようとする者に

ついては、当分の間、改正後の千葉県水道事業給水条例（以下「改正後の条例」という。）第３０

条の二の規定は、適用しない。附則別表に掲げる給水区域のうち、施行日以後に工事完了公

告のあつた事業地である給水区域において、当該工事完了公告のあつた日以後に給水装置を

新設し、又は改造しようとする者についても、同様とする。 

３ 附則別表に掲げる給水区域において、この条例の施行の際現に給水装置を所有する者及

び当該給水区域において、施行日以後に給水装置を所有することとなる者で前項の規定の適

用を受けるものがこれらの給水装置を廃止し、前項の事業地である給水区域以外の給水区域に

おいて給水装置を新設する場合の改正後の条例第３０条の二第二項に規定する納付金（以下

この項において「納付金」という。）の額は、同項の規定にかかわらず、当該廃止する給水装置

に係る納付金の額と当該新設する給水装置に係る納付金の額との差額とする。 
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（開発負担金に係る経過措置） 

４ 附則別表に掲げる給水区域のうち、この条例の施行の際現に工事完了公告のあつた事業地

である給水区域において、施行日以後に改正後の条例第３０条の三第一項に規定する建築物

の建築をしようとする者については、当分の間、同条第２項に規定する建築物負担金に係る同

条の規定は、適用しない。附則別表に掲げる給水区域のうち、施行日以後に工事完了公告のあ

つた事業地である給水区域において、当該工事完了公告のあつた日以後に改正後の条例第３

０の三第一項に規定する建築物の建築をしようとする者についても、同様とする。 

５ 附則別表に掲げる給水区域において、改正後の条例第３０条の三第一項に規定する宅地の

造成をしようとする者のうち、法第２条第三項に規定する施行者については、当分の間、改正後

の条例第３０条の３第２項に規定する宅地負担金に係る同条の規定は、適用しない。 

 

附則別表 

船橋市 小室町の一部の区域 

成田市 玉造一丁目、玉造二丁目、玉造三丁目、玉造四丁目、玉造五丁目、玉造六丁目、

玉造七丁目、中台一丁目、中台二丁目、中台三丁目、中台四丁目、中台五丁目、

中台六丁目、赤坂一丁目、赤坂二丁目、赤坂三丁目、加良部一丁目、 

加良部二丁目、加良部三丁目、加良部四丁目、加良部五丁目、加良部六丁目、 

橋賀台一丁目、橋賀台二丁目、橋賀台三丁目、吾妻一丁目、吾妻二丁目及び 

吾妻三丁目並びに三里塚の一部の区域 

印西市 泉野一丁目、泉野二丁目、泉野三丁目、内野一丁目、内野二丁目、内野三丁目、

大塚一丁目、大塚二丁目、大塚三丁目、小倉台一丁目、小倉台二丁目、 

小倉台三丁目、小倉台四丁目、鹿黒南一丁目、鹿黒南二丁目、鹿黒南三丁目、 

鹿黒南四丁目、鹿黒南五丁目、木刈一丁目、木刈二丁目、木刈三丁目、 

木刈六丁目、木刈七丁目、高花一丁目、高花二丁目、高花三丁目、高花四丁目、

高花五丁目、高花六丁目、滝野一丁目、滝野二丁目、滝野三丁目、滝野四丁目、

滝野五丁目、滝野六丁目、滝野七丁目、中央北一丁目、中央北二丁目、 

中央北三丁目、中央南一丁目、中央南二丁目、つくりや台一丁目、 

つくりや台二丁目、戸神台一丁目、戸神台二丁目、西の原一丁目、 

西の原二丁目、西の原三丁目、西の原四丁目、西の原五丁目、原一丁目、 

原二丁目、原三丁目、原四丁目、原山一丁目、原山二丁目、原山三丁目、 

東の原一丁目、東の原二丁目、東の原三丁目、舞姫一丁目、舞姫二丁目、 

舞姫三丁目、牧の木戸一丁目、牧の台一丁目、牧の台二丁目、牧の台三丁目、 

牧の原一丁目、牧の原二丁目、牧の原三丁目、牧の原四丁目、牧の原五丁目、 

牧の原六丁目、美瀬一丁目、美瀬二丁目、みどり台一丁目、みどり台二丁目、 

みどり台三丁目、武西学園台一丁目、武西学園台二丁目、武西学園台三丁目、 

若萩一丁目、若萩二丁目、若萩三丁目及び若萩四丁目並びに木刈四丁目、 

木刈五丁目、瀬戸、惣深新田飛地及び竜腹寺の各一部の区域 

白井市 池の上一丁目、池の上二丁目、池の上三丁目、大山口一丁目、大山口二丁目、 

けやき台一丁目、けやき台二丁目、桜台一丁目、桜台二丁目、桜台三丁目、 

桜台四丁目、桜台五丁目、笹塚一丁目、笹塚二丁目、笹塚三丁目、 

清水口一丁目、清水口二丁目、清水口三丁目、七次台一丁目、七次台二丁目、 
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七次台三丁目、七次台四丁目、野口、堀込一丁目、堀込二丁目、堀込三丁目、 

南山一丁目、南山二丁目及び南山三丁目並びに木、大松一丁目、富塚、根及び

復の各一部の区域 

（中略） 

別表第一（第２４条） 

給

水

装

置 

用途 

料金 

基本料金 従量料金 

専 

用 

給 

水 

装 

置 

一般用（次の

目に掲げる用

途以外の用途

をいう。） 

口径１３ミリメートル   

３８０円 

 

口径２０ミリメートル 

８９０円 

 

口径２５ミリメートル 

１,５９０円 

 

口径４０ミリメートル 

６,３５０円 

 

口径５０ミリメートル 

１４,４００円 

 

口径７５ミリメートル 

３３,１００円 

 

口径１００ミリメートル 

６３,９００円 

 

口径１５０ミリメートル 

１７７,６００円 

 

口径２００ミリメートル 

３６０,０００円 

 

口径２５０ミリメートル 

６４１,０００円 

 

口径３００ミリメートル 

１,０２７,０００円 

使用水量１立方メートルから１０立方メートルまで

の１立方メートルについて ５７円 

使用水量１０立方メートルを超え２０立方メートルま

での１立方メートルについて １５０円 

使用水量２０立方メートルを超え４０立方メートルま

での１立方メートルについて ２４４円 

使用水量４０立方メートルを超え１００立方メートル

までの１立方メートルについて ３２６円 

使用水量１００立方メートルを超え５００立方メート

ルまでの１立方メートルについて ４０４円 

使用水量５００立方メートルを超える１立方メートル

について４４１円 

（共同使用の場合にあつては、各世帯の使用水

量は等量とみなし、その使用水量に１立方メート

ル未満の端数を生じたときは、この端数をいずれ

かの世帯の使用水量に加えるものとする。） 

物価統制令

（昭和２１年勅

令第１１８号）

第４条の規定

により入浴料

金の価格の統

制額の指定を

受ける公衆浴

場用 

使用水量１立方メートルについて ５７円 

共

用

給

水

装

置 

 使用水量１立方メートルについて ５７円 

javascript:OpenKokuhouDataWin('/cgi-bin/chiba-ken/D1W_d1jfiledl.exe?PROCID=883288140&UKEY=1572418161&REFID=32110045011800000000&JYO=4%200%200&BUNRUI=H&HANSUU=15&KOKUHOU_WEB=1&LINKTYPE=2')
javascript:OpenKokuhouDataWin('/cgi-bin/chiba-ken/D1W_d1jfiledl.exe?PROCID=883288140&UKEY=1572418161&REFID=32110045011800000000&JYO=4%200%200&BUNRUI=H&HANSUU=15&KOKUHOU_WEB=1&LINKTYPE=2')
javascript:OpenKokuhouDataWin('/cgi-bin/chiba-ken/D1W_d1jfiledl.exe?PROCID=883288140&UKEY=1572418161&REFID=32110045011800000000&JYO=4%200%200&BUNRUI=H&HANSUU=15&KOKUHOU_WEB=1&LINKTYPE=2')
javascript:OpenKokuhouDataWin('/cgi-bin/chiba-ken/D1W_d1jfiledl.exe?PROCID=883288140&UKEY=1572418161&REFID=32110045011800000000&JYO=4%200%200&BUNRUI=H&HANSUU=15&KOKUHOU_WEB=1&LINKTYPE=2')
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口径３５０ミリメートル

以上 局長が定める額 

 

（専用給水装置の共

同使用（会社、工場

等及びこれらの職員

住宅又は飯場等を除

く。以下同じ）の場合

にあつては一世帯に

ついて３８０円） 

備考 口径とは、使用する給水管の口径をいう。 

 

別表第二（第３０条第一項） 

手数料を納付しなければならない者 額 

法第１６条の二第一項の指定を受け

ようとする者 

１万円 

法第２５条の三の二第一項の指定の

更新を受けようとする者 

１万円 

第６条の三の工事検査を受けようと

する者 

新設及び全部改造の場合にあつては５千５百円、

その他の場合にあつては４千５百円 

法第１６条の二第三項ただし書の規

定による確認を受けようとする者 

４万７千円 

 

別表第三（第３０条の二第四項） 

使用する給水管の口径 納付金の額 

１３ミリメートル １０万円 

２０ミリメートル ２７万円 

２５ミリメートル ４６万円 

４０ミリメートル １４０万円 

５０ミリメートル ２５０万円 

７５ミリメートル ６７０万円 

１００ミリメートル １，４００万円 

１５０ミリメートル ３，８００万円 

２００ミリメートル ７，８００万円 

２５０ミリメートル １３，８００万円 

３００ミリメートル ２１，９００万円 

３５０ミリメートル以上 給水管の断面積及び

流量を基礎として局

長が定める額 

 

javascript:OpenKokuhouDataWin('/cgi-bin/chiba-ken/D1W_d1jfiledl.exe?PROCID=883288140&UKEY=1572418159&REFID=33210040017700000000&JYO=16%202%200&KOU=1%200&BUNRUI=H&HANSUU=15&KOKUHOU_WEB=1&LINKTYPE=2')
javascript:OpenKokuhouDataWin('/cgi-bin/chiba-ken/D1W_d1jfiledl.exe?PROCID=883288140&UKEY=1572418153&REFID=33210040017700000000&JYO=25%203%202&KOU=1%200&BUNRUI=H&HANSUU=15&KOKUHOU_WEB=1&LINKTYPE=2')
javascript:OpenKokuhouDataWin('/cgi-bin/chiba-ken/D1W_d1jfiledl.exe?PROCID=883288140&UKEY=1572418157&REFID=33210040017700000000&JYO=16%202%200&KOU=3%200&BUNRUI=H&HANSUU=15&KOKUHOU_WEB=1&LINKTYPE=2')
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別表第四（第３０条の三第二項） 

区分 開発負担金の額 

建築物負担金 計画一日最大給水量に１立方メートル当たり１３万円を乗じて得た額 

宅地負担金 造成面積に１平方メートル当たり６５０円を乗じて得た額 

 

千葉県水道事業給水条例施行規程（抜粋）（最終改正令和5年1月6日） 

（趣旨） 

第１条 この管理規程は、千葉県水道事業給水条例（以下「条例」という。）第３６条の規定により、

条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（工事の承認申請） 

第２条 条例第５条の承認を受けようとする者は、給水装置新設（増設・改造）承認申請書に次の各

号に掲げる事項を記載して、千葉県企業局長（以下「局長」という。）に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称、住所及び電話番号 

二 給水装置工事を行う場所 

三 給水装置の種類 

四 給水装置工事を指定給水装置工事事業者に委託する者にあつては、当該指定給水装置

工事事業者の名称及びその給水装置工事主任技術者の氏名 

五 第三項又は第四項の規定により参考図書又は書類を添付しようとする者にあつては、当該

参考図書又は書類の名称 

六 給水装置の新設に伴う既存の給水装置の廃止の有無及び廃止しようとする者にあつては、

当該給水装置の水栓番号及び給水管の口径 

七 条例第３０条の二第一項に規定する給水申込納付金又は第３０条の三第一項に規定する開

発負担金を納付しようとする者にあつては、納入通知書の送付先の氏名又は名称、住所及び電

話番号 

２ 条例第６条の三の規定により設計審査を受けようとする者は、前項の申請書と併せて、給水装

置工事（新設・増設・改造）設計・精算書を局長に提出しなければならない。 

３ 給水装置の新設、増設又は改造に伴つて受水槽を設置しようとする者は、第一項の申請書に

その設計に関する参考図書を添付しなければならない。 

４ 条例第３０条の三第一項に規定する宅地の造成に係る申請の場合にあつては、第一項の申

請書にその概要を明らかにした書類を添付しなければならない。 

 （工事の変更申請等） 

第２条の二 条例第５条の規定により給水装置工事の承認を受けた者が当該承認に係る給水装

置工事を変更しようとするとき、又は条例第６条の三の規定により設計審査を受けた者が当該

設計審査に係る事項を変更しようとするときは、あらかじめ給水装置新設（増設・改造）変更承

認申請書を局長に提出しなければならない。ただし、局長が別に定める軽微な変更をしようと

するときは、この限りでない。 

 （給水装置工事の中止） 

第３条 条例第５条の規定により給水装置工事の承認を受けた者が当該承認に係る給水装置工

事を中止したときは、直ちに給水装置工事中止届を局長に提出しなければならない。 
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 （分岐引用者への通知） 

第４条 分岐引用されている給水管の所有者は、給水装置を改造し又は撤去しようとするときは、

分岐引用者に通知しなければならない。 

（給水装置の構成及び付属用具） 

第５条 給水装置は、給水管並びにこれに直結する分水せん、止水せん及び給水せんをもつて

構成する。 

２ 給水装置には、量水器筐その他の付属用具を備えなければならない。 

（給水管及び給水用具の構造及び材質） 

第６条 条例第６条の二第一項の規定により局長が定める給水管及び給水用具の構造及び材質

の基準のうち、公道（公道と同等の又は公道に準ずる利用形態が認められる私道を含む。）内

に用いる給水管の材質の基準は、次のとおりとする。 

一 口径が２５ミリメートル以下の給水管 ステンレス鋼管又はポリエチレン管 

二 口径が２５ミリメートルを超え５０ミリメートル以下の給水管 ステンレス鋼管 

三 口径が５０ミリメートルを超える給水管 ダクタイル鋳鉄管 

（給水管径の決定） 

第７条 給水管の口径は、給水装置の所要水量及び給水せんの同時使用率その他の事情を考

慮して定めなければならない。 

（工事検査） 

第８条 条例第６条の三の規定により給水装置工事の工事検査を受けようとする者は、工事完成

後直ちに工事検査申請書を局長に提出しなければならない。 

（給水契約の申込み） 

第１５条 条例第１４条の規定による申込みをしようとする者は、給水契約申込書を局長に提出し

なければならない。 

（量水器の設置） 

第１６条 条例第１７条第一項に規定する量水器は、一建築物に一個とする。ただし、当該建築物

が構造上二以上の部分に区分されており、独立して住居、店舗、事務所等の建物としての用途

に供することができる場合であつて、給水装置を個別に当該部分に設置したときは、当該給水

装置ごとに量水器を設置することができる。 

第１７条 条例第１７条第三項に規定する量水器の設置の位置は、次の各号に掲げる要件をそな

えているものとし、当該量水器は水平に設置しなければならない。 

一 量水器の点検が容易に行なうことができること。 

二 常に乾燥していること。 

三 量水器を損傷するおそれがないこと。 

（量水器の管理） 

第１８条 量水器を設置する場所には、点検又は修繕に支障をきたすような物件を置き、又は工

作物を設置してはならない。 

２ 物件又は工作物の設置により量水器の点検又は修繕が著しく困難である場合は、局長は当該

量水器の位置を変更することができる。 

（量水器の点検） 

第１９条 局長は、量水器を点検したときは、その都度使用水量のお知らせによりその使用水量を

給水を受ける者に通知する。 
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（４月ごと又は６月ごとに量水器を点検した場合の使用水量の算出基準） 

第１９条の二 条例第２５条第二項に規定する別に定める基準は、前六月以内の平均使用水量又

は前回の使用水量とする。 

（受水槽に接続する装置） 

第２０条 条例第１７条第二項の規定により県の量水器を設置する受水槽に接続する装置に係る

工事のうち量水器に接続する部分に係る工事（修繕を除く。）は、指定給水装置工事事業者が

施行するものとする。 

２ 前項に規定する工事の設計又は施行方法については、別に局長が定める。 

（修繕の依頼） 

第２２条 条例第２１条第一項の規定により、修繕を局長に依頼しようとする者は、修繕依頼書を提

出するものとする。 

（給水装置等の検査の請求） 

第２３条 条例第２２条第一項の規定により、給水装置の検査又は供給される水の水質検査の請

求をしようとする者は、給水装置（水質）検査請求書を局長に提出するものとする。 

２ 条例第２２条第二項に規定する特別の費用を要するときとは、次の各号に掲げる場合をいう。 

一 給水装置の機能の検査について特に材料の使用を必要とするとき。 

二 水質については、飲料の適否に関する検査以外の検査を行うとき。 

三 その他通常の検査以外の特別の費用を要するとき。 

（貯水槽水道の水質の検査の請求） 

第２３条の二 条例第２２条の三第一項の規定により、貯水槽水道によつて供給される水の水質

の検査を請求しようとする者は、貯水槽水道水質検査請求書を局長に提出するものとする。 

２ 条例第２２条の三第二項に規定する特別の費用を要するときとは、次の各号に掲げる場合をいう。 

一 飲料の適否に関する検査以外の検査を行うとき。 

二 その他通常の検査以外の特別の費用を要するとき。 

（簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理の基準等） 

第２３条の三 条例第２２条の四第二項の規定による簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及

びその管理の状況に関する検査は、次の各号に定めるところによる。 

一 次に掲げる基準に従い、管理すること。 

イ 水槽の清掃を毎年１回以上定期に行うこと。 

ロ 水槽の点検等有害物、汚水等によつて水が汚染されるのを防止するために必要な措置を講

ずること。 

ハ 給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異常を認めたとき

は、水質基準に関する省令（平成四年厚生省令第６９号）の表の上欄に掲げる事項のうち必要

なものについて検査を行うこと。 

ニ 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つたときは、直ちに給水を停止し、か

つ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講ずること。 

二 前号の管理に関し、毎年１回以上定期に、給水栓における水の色、濁り、臭い及び味に関

する検査並びに残留塩素の有無に関する水質の検査を行うこと。 

（給水申込納付金に係る給水管の口径） 

第２４条 条例第３０条の二第四項の規定により、給水申込納付金の額を算定する場合におい

て、当該給水装置が異なる口径の給水管で構成されているときは、当該給水装置に係る給水
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管の口径は、当該給水装置に設置する量水器の口径と等しい口径の給水管の口径として条例

別表第三を適用する。 

（料金の納期限及び納付方法） 

第２５条 条例第２３条第一項及び第三項に規定する料金の納期限は、次の各号に掲げる料金に

つきそれぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

一 条例第２５条第一項の規定により算定した料金 料金の調定をした日の属する月の

翌月の十六日。ただし、当該日が次に掲げる日（以下この号において「休日等」という。）

に当たる場合にあつては、その日後において最も近い休日等でない日とする。 

イ 日曜日及び土曜日 

ロ 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

二 前号に掲げる料金以外の料金 局長が定める日 

２ 条例第二十三条第一項及び第三項に規定する料金は、次の各号に掲げる方法のいずれ

かにより納付するものとする。ただし、局長が必要と認めるときは、この限りでない。 

一 口座振替の方法 

二 納付書による方法 

三 指定納付受託者（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百三十一条の  

二の三第一項に規定する指定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

（料金等の減免申請） 

第２６条 条例第３１条に規定する料金、手数料、給水申込納付金又は開発負担金の減免を申請

しようとする者は、料金等減免申請書を局長に提出しなければならない。 

（給水装置の確認申請） 

第２６条の二 条例第３２条の二第三項に規定する給水装置の確認を受けようとする者は、給水装

置確認申請書に給水装置工事（新設・増設・改造）設計・精算書を添えて局長に提出しなけれ

ばならない。 

（水道使用者標識の掲示義務） 

第２８条 給水装置の所有者は、門戸等の見易い場所に局長の交付する水道使用者標識を掲示

しなければならない。 

（書類の経由） 

第２９条 条例又はこの管理規程に基づき、局長に提出する書類は、所轄の県水お客様センター

長又は水道事務所長を経由しなければならない。 

 

お客様の個人情報の取扱い 

●お客様に関する個人情報については、千葉県個人情報保護条例及び関係規則等に基づき

取扱います。 

https://www.pref.chiba.lg.jp/shinjo/privacy/seido/kojinjouhou/index.html 
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